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大谷克弥（おおたに・かつや）

　医療ジャーナリスト。東北福祉大学講師。日本医学ジャーナリスト協会会員。読売新聞社出身で、在職中に長期

連載「医療ルネサンス」を創設。現在はフリーで、著作、講演活動などに従事。

筆者紹介

◆働き盛り「39歳から56歳の男性」は
抗体検査を是非

　来年７月に迫った東京オリンピックでは、亜熱

帯並みと言われる炎天下での開催に、アスリート

たちは勿論、海外からの観客にも熱中症の多発を

心配する声が上がっていますが、もう１つ強く懸

念されている病気があります。それは昨年から首

都圏を中心に、患者が急増している感染症の風疹

です。

　感染症とは細菌やウイルスなどの病原体が体内

に侵入して発症する病気のことですが、風疹は咳

やクシャミなどの飛沫感染によって広がります。

以前は「３日ハシカ」と呼ばれ、小児のうちに感

染して、軽い発熱や発疹などの症状が出ても３日

もすれば治り、ごく自然に免疫を持つのが通常で

した。

　ところが効果的な予防ワクチンが開発され、現

在はハシカと一緒の混合で、１歳と小学校入学前

の２回接種が行われています。ただ、この公的な

ワクチン接種は、１回だったり２回だったり、ま

た受けなくても良い時期があったりしたものです

から、関係者も驚く事態が起きてしまいました。

　その１つは昨年、首都圏で風疹が多発した際、

患者の約８割が中年男性だったことです。そして

調べているうちに1962年４月２日から79年４月

２日までに生まれた男性は接種を受ける機会がな

く、女性は中学生になって集団接種を１回受けて

いることが分かってきました。そこで厚労省は大

慌てで政令を改正し、今年２月から該当男性は原

則無料で風疹の抗体検査と、それに次ぐ予防接種

を受けられることになりました。

　風疹の年間発生件数は、かなり波があっても３

桁台にとどまっていましたが、12年は2,386人と

４桁台に、さらに翌13年は14,344人と５桁台を

記録しました。その後は、一昨年が93人と２桁

だったのに、昨年は2,917人と再び４桁台にな

り、今年も更なる流行が憂慮されています。

　感染症では兄貴分のハシカも今年に入って多発

し、全国的な感染の拡大が心配されています。感

染力はインフルエンザの10倍もあるのですが、

国際的には弟分の風疹の方がより強く警戒されて

います。その理由を次に述べていきます。

◆お腹の赤ちゃんも感染する怖い病気で
あることの認識を

　一部の国から既に「風疹の日本に渡航するのは

自粛を」と国民に勧告が出ているのには、理由が

あります。それは妊娠初期の女性が感染すると、

深刻な障害児の生まれる可能性があるからです。

これは先天性風疹症候群（CRS）と呼ばれ、妊婦

のお腹にいる赤ちゃんにもウイルスが及び、死亡

することもあれば、３大症状と言って心臓病、難

聴、白内障を罹患して出生することが少なくあり

ません。３大症状は１つだけでなく複数のことも

あり、そのほか血小板減少、糖尿病、網膜症、小

眼球から発育遅滞、精神発達遅滞などの病状を伴

うこともあります。

　妊婦は予防接種を２回受けていれば感染の心配

はまずないのですが、受けていない人は元より、

受けても１回だった人はリスクを持っています。

CRSの出生は妊娠20週までの感染が多くて、初

期であるほど頻度は高く、妊娠１か月は50%以

上、２か月は35％というデータもあります。そ

して重要なのは、妊娠が確認されれば予防接種は

禁止されていることです。

　海外からの警戒の目は、今年１月下旬、埼玉県

でCRSの男児出生のニュースが報じられて、より

強くなりました。先述した12年から13年の大流

行の際は、CRSの赤ちゃんが45人生まれ、うち

11人が亡くなりました。その後はゼロ続きでし

たが、今回は５年ぶりの出生です。どうしても、

今年は患者がさらに増え、CRSも続発するのでは

と、昨年から続いている風疹多発との関連性が強

く疑われてしまうようです。

　事態がここまで進んでくれば、国にはより強固

な予防策の実施を望むとして、国民の側にも社会

的防衛の観点から協力の足並みをそろえる必要が

あります。はからずも“空白の世代”と呼ばれる

ようになった働き盛りの男性該当者は、必ず抗体

検査を、そして必要と判定されればワクチン接種

を受けるべきです。年配になっての感染は重症化

する怖れがあるので、まずは自分のため、そして

世の妊婦さんを巻き込まないためです。

　同時に、こうした検査にはかなりの時間を取ら

れるので、企業側にも理解が求められます。もし

職場健診に並行して抗体検査を実施できるならス

ムーズにはかどるので、その決断が今後の課題と

言えます。最後に妊婦さんには、予防接種を受け

ていても人混みに出るのはなるべく避け、無事に

元気な赤ちゃんを出産して五輪を迎えられるよ

う、願っております。

Q１ 相続法の改正について、主に、どのような点が改正されたのですか。

　（１）被相続人の死亡により残された配偶者の生活への配慮などの観点から、①配偶者居住権の創
設、②婚姻期間が20年以上の夫婦間における居住用不動産の贈与等に関する優遇措置、（２）遺言の

利用を促進し、相続をめぐる紛争を防止する観点から、①自筆証書遺言の方式緩和、②法務局における自筆
証書遺言の保管制度の創設（遺言書保管法）、（３）その他、①預貯金の払戻制度の創設、②遺留分制度の見
直し、③特別の寄与の制度の創設などがあります。

配偶者居住権の創設とは何でしょうか。

　配偶者居住権の創設として、①配偶者居住権と②配偶者短期居住権が定められました。2020年４
月１日から施行となっており、同施行日前の相続には適用されません。

①配偶者居住権は、配偶者が相続開始時に被相続人所有の建物に居住していた場合、配偶者は遺産分割にお
いて配偶者居住権を取得することにより、終身又は一定期間、その建物に無償で居住できる権利を取得し
ます（改正民法1028条～1036条）。例えば、相続人が妻と子どもの２人だけで、遺産が自宅（2,000万円
相当）及び預貯金（2,000万円）だった場合、改正前であると、妻と子どもの相続分は２分の１ずつです
ので、妻は自宅（2,000万円）を取得すると、子どもが預貯金（2,000万円）を取得することとなり、妻
にとっては、住む場所は確保できるものの、今後の生活費となる預貯金を取得できなくなってしまいま
す。そこで、改正後は、配偶者居住権として、例えば自宅の配偶者居住権を1,000万円と評価して、妻は
自宅の居住権を確保した上、預貯金2,000万円のうち、その２分の１である1,000万円を取得することが可
能になります。また、子どもは自宅について負担付所有権1,000万円を取得し、預貯金も2,000万円のう
ち、その２分の１である1,000万円を取得することが可能となります。

②配偶者短期居住権は、配偶者が被相続人所有の建物に居住していた場合、遺産分割によりその建物の帰属
が確定するまでの間、無償でその建物を使用できる権利を取得します（改正民法1037条～1041条）。例
えば、遺言書がなく、相続人は妻と子ども２人だけで、妻の居住建物が遺産分割の対象となっている場合、
妻は遺産分割協議が成立するまでその建物に無償で居住することができます。

婚姻期間が20年以上の夫婦間における居住用不動産の贈与等に関する優遇措置とは何でしょうか。

　婚姻期間が20年以上である夫婦間で居住用不動産（居住用建物又はその敷地）を配偶者に遺贈又は
贈与した場合、原則として、遺産の持戻しの免除の意思表示があったものと推定し（改正民法90３条

４項）、遺産分割における配偶者の取り分を多くすることが可能となります。例えば、改正前であれば、夫が
妻に居住不動産を生前に贈与していたとしても、夫死亡後に夫の遺産分割をする際、妻に贈与した居住不動
産を持戻したうえで、遺産分割の算定をすることになりますが、改正後では、妻への居住用不動産の生前贈
与は原則として、持戻し免除の意思表示があったものとして、夫死亡後に夫の遺産分割をする際、贈与した
居住用不動産を持戻すことなく、遺産分割の算定をするので、結果的に妻が取得する遺産の取り分が増える
ことになります。
 但し、遺言によって持戻し免除の意思表示がないことが明示された場合や黙示的な持戻し免除の意思表示
が認められる場合は、持戻し免除の意思表示の推定が破られることになります。
　改正民法903条４項は、2019年７月１日から施行となっており、その施行日前になされた遺贈又は贈与
については適用されません。　
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身近な法律相談

　社会の高齢化が進展し、社会経済の変化が生じているため、民法（相続法）の改正が

2018年（平成30）年７月になされました。相続に関するルールが大きく変わります。

今回は、相続法の改正のうち、配偶者の居住権や配偶者の保護措置について，検討してい

きましょう。

弁護士　渡　部　英　明
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妻は遺産分割協議が成立するまでその建物に無償で居住することができます。

婚姻期間が20年以上の夫婦間における居住用不動産の贈与等に関する優遇措置とは何でしょうか。

　婚姻期間が20年以上である夫婦間で居住用不動産（居住用建物又はその敷地）を配偶者に遺贈又は
贈与した場合、原則として、遺産の持戻しの免除の意思表示があったものと推定し（改正民法90３条

４項）、遺産分割における配偶者の取り分を多くすることが可能となります。例えば、改正前であれば、夫が
妻に居住不動産を生前に贈与していたとしても、夫死亡後に夫の遺産分割をする際、妻に贈与した居住不動
産を持戻したうえで、遺産分割の算定をすることになりますが、改正後では、妻への居住用不動産の生前贈
与は原則として、持戻し免除の意思表示があったものとして、夫死亡後に夫の遺産分割をする際、贈与した
居住用不動産を持戻すことなく、遺産分割の算定をするので、結果的に妻が取得する遺産の取り分が増える
ことになります。
 但し、遺言によって持戻し免除の意思表示がないことが明示された場合や黙示的な持戻し免除の意思表示
が認められる場合は、持戻し免除の意思表示の推定が破られることになります。
　改正民法903条４項は、2019年７月１日から施行となっており、その施行日前になされた遺贈又は贈与
については適用されません。　
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身近な法律相談

　社会の高齢化が進展し、社会経済の変化が生じているため、民法（相続法）の改正が

2018年（平成30）年７月になされました。相続に関するルールが大きく変わります。

今回は、相続法の改正のうち、配偶者の居住権や配偶者の保護措置について，検討してい

きましょう。

弁護士　渡　部　英　明


